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書式第3号のЭ (法第44条・51条関係)

認定基準等チェック表  (第 1表 相対値基準・原則用)

健意1申0
・ 実讚判定期間と|ム 申鰭書提出の直前に終了した事業年度の床日以前2年 ψ:回のみ2年、更新は5年)内に終了した各事業年度

のうち最も早い事業年度の初日から申請●提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。

伊崚 |よ 3月決算去人が24年 6月 に申請薔を提出する場合、過去2年内に事業年度の変更を行っ・0ヽなけれま 実籠判定期間は

初めて認定を受ける法人の場合は22年 4月 1日から24年3月 31日 便中剛 ま5事業年度)となります。

・ チェック欄に|よ この表の名欄D配載を終了し、基準を満たしていることを確認したら「チェック欄」にチェックを記載してくだ

さtヽ 悌 23議ユ下についても同事Fです。)。

・ (〕こついてIよ 小数点以下第3位を切り捨てた数値を配載してくださしヽ

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター 実績判定期間 平成28年 4月 1日～平成Ю年 3月 31日

チェック欄

ノ

1経常収入金額のうちに寄附金等収入金額の占める割合が実績判定期間 (下記注意事項参照)におい

て5分の1(20%)以上であること。

実 績 判 定 期 間

経 常 収 入 金 額 (② の 金 額 ) ① 9321,186円

αD

寄 附 金 等 収 入 金 額 (Oの 金 額 ) ② 5,487,803円

基準となる割合 (②■①) ③ 5&87%

総 収 入 金 額 ⑦ 107,210.239円

控

除

金

額

国の補助金等の金額 (②幅に金額の記載がある場合は、記入不動 ④ 93,327,5%円

委託の対価としての1又入で国等から支払われるものの金額 ⑫ 4561,459円

法律等の規定に基づぐ事籍こ その対価を国又ヤ劇也方公夫団体力預担することとされて

いる場合の負担金額
O

0円

資産の売却収入で臨時的なものの金額 ④ 0円

遺贈により受け入れた寄附金等のうち基準限度超過顔に相当する金額 (付表1(相対値

基準・原則用)①輛の「( )」 )

②
0円

寄附者の氏名(法人の名和等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合計

額が1千円未満のものの額 (付表1(相対値基諄・原員l幅)◎愉
○

0円

寄附者の氏名 (法人の名称)等が明らかでない寄附金額 (付表 1(相対値基準・原則用)

◎船
②

0円

差引金額 (⑦―⑦ ⑫―○-0-②―O② ) ② ,321,186円

O &3580∞ 円受入寄附金総額 (付表 1(相対値基準・原員1月)(3D

0円①一者当たり塵増限蘭田置額の合計額 (付表1(相対値基準・原員l帽)①厠

⑫
0円

寄附者の氏名 (法人の名称)等が明らかなもののうち、同一の者からの寄附金でその合

計額が1千円未満のものの額 (付表 1(相対値基準・原員1用)10D

④
0円

寄附者の氏名0去人の名莉,等が明らかでない寄附金額 (付表 1(相対値基準。原員1用 )

OD

控

除

金

額

⑫ 3,35&∞0円差引金額 O―①‐―⑫―③

2129,803円②会費収入 (C幅と付表2(相対値基準用)C湘りうちいうン
"｀

少ないαり

② 0円国の襴助金等の金額 (⑫幅の金額を限度とする。)

② 5,487,田 3円合計金額|(⑫+②+②)



書式第3号の③ (法第44条・51条関係)

受け入れた寄附金の明細表 第 1表付表 1(相対値基準 。原則用)

V

V

法人名 特定非営利活動法人えとがわエコセンター 実績判定期間 平成 28年 4月 1日 ～平成 30年 3月 31日

1 基準限度額の計算

受 入 寄 附 金 総 額 ④ 3,358,0(X)円

基準限度額 (受入寄附金総額の 10%相 当額 (④ ×10%)) ① 335,800円

基準限度額 (受入寄附金総額の 50%相当額 (④×50%)) ◎ 1,679,Oα)円

2 寄附者の氏名 (法人にあっては、その名称)及びその住所が らかでない寄附金

3 寄附者の氏名 (法人にあっては、その名 びその住所が明らかな寄附金

(注意事項)

①～③の各個の「( )」 には、遺贈 (贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。)により受け入れた寄鮒金又は贈与者の被相続人

に係る相続の開始があったことを知つた日の翌日から 10か月以内に当該相続により当核贈与者が取得した財産の全部又は一部を当該贈与者

から贈与 (贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を除きます。)により受け入れた寄附金の額を記載してください。

◎ 0円④の うち寄附者の氏名 (法 人にあって は、その名称 )

及 び そ の 住 所 が 明 ら か で な い 寄 附 金 の 額

①のうち基準限度超過
額 (①―②)

③①

寄附金額

②
①欄と① (特定公益増進

法人、認定特定非営利活

動法人については◎)欄
のいずれか少ない金額

寄附金の合計額が 20万

以上の役員の氏名
甲 役職

＞

旦

＞

旦

＞

旦

＞

円

＞

円
一＞

円

(

(

(

(

(

(

)(

円

)

円

＞

円
一＞

口

＞

円

＞̈

円

(

(

(

(

(

(

(

)

円

＞

円

＞

円

＞̈

円

＞

旦

＞

円

一＞

円

＞

円
一＞

＞

円

(

(

(

(

(

(

( )

円

＞

円

|‐

な し

‐
0円0円

①

0円

役員等からの寄附金の額が 20万円以上

のものの合計額

0円0円

①

0円

特定公益増進法人、

認定特定非営利活動

法人

)

0円

)

3,35ι000理
◎

)

3,35■000円

①欄以外の者

①欄以外の同一

の者からの寄附

金の額が 1千円

以上のものの合

計額

)

0円

⑪
同一の者からの寄附金の額が 1千円

未満のものの合計額

①

)

0円
①

3,35■000円

(

合  計 (① +①十⑥+O)



書式第3号のЭ (法第44条・51条関係)

社員から受け入れた会費の明細表 第 1表付表2(相対値基準用)

法人名 特UI営和脂ヨ法人えど力わエコセンター 実績判定期間 平成
"年

4月 1日～平成 30年 3月 31日

1 社員の会費に関する基準

社員の会費の額を分子に算入する」囁創'よ 実績判定期間において、次のイと口の基準を満たす必要があります。

基 準 基準を満たしている旨を証する書類の名称とその内容等 判  定

イ
社員の会費の額が合理的な基準により

定められている

会費規程】|"更 |こおいて、社員征会局の年会費を、

個人は2∞Ю円、活動団体は,∝Ю円、営禾i組織はЮOЮ 円と

規定している。

)t,),i-

ロ

社員 (役員等を除く。)の数が

"人
以上

である

社員名簿に18人登載 (うち役員14名、役員親族1名)

平成30年 3月 31日現在
いヽえ

※ イと口の基準を満たしている場創ま、「2 社員の会費の額の受入寄口除 算ス限農額の計算」を行ってくださ

い 。

2 社員の会費の韻の受入寄附金算入限度額の計算

V

V

社 員 の 会 費 の 額 の 合 計 額

共益的活動の割合 (第 2表③欄 )

①か ら控除する金額 (① ×②)

①
2,139,∝ Ю円

② 0.43%

③ 9,19円

④ 2,1238()3円

↓

第1表 (相対値基準・原員I用)0相又は、

第1表 (相対値基準・小規模法人用)①欄ヘ

差  弓1  金  額 (① ―③ )

O慮ヨ0
・ 社員の会費に関する塞細こついて確認するため、綸課l用や社員名簿の提示を求める場合があります。



V
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書式第6号の① (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 2表 )

(注意事項 )

③については、小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してください。

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック欄

2 実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が50%未満であること ′

イ 会員等に対する資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供 (以下「資産の譲渡等」という。)、 会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動 (資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。)

日 会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ
/́｀

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動 (会員等に対する資

産の譲渡等を除く。)

(注意事項)特 定の地域とは、一の市区町村の区域の一部で地縁に基づく地域をいいます。

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動

二 特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動 .

実 績 判 定 期 間

すべての事業活動に係る金額等 ①
(指標 )

88,119,338円

①のうちイ～二の活動に係る金額等 ② 381,005円

ⅨЭヘ

基準となる割合 (②―①) ③ 0.43%

イ

会員等に対する資産の譲渡等の活動 (対価を得ないで行わね

るもの等を除く。)に係る金額等
◎

0円

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会

員等である活動に係る金額等
⑤

381,005円

便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ◎ 0円

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ① 0円

特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求

める活動に係る金額等
◎

0円

合  計   (0+⑥ +◎+①+◎ ) ① 381,005円

ロ



書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 3表) 働 動

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック相厠

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうち!欽の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

{2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付iム 取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告主人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

0:2)

各欄の人接割ム 第3表付表1曜晏|の大地 から転配してくださιヽ

③及瞑〕こついでよ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

ロ

項  目

区  分

役員数

最 も人数が多

い「親屏罰 の

グループの人

数

割 合

(②÷①)

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグリレープの人数

割 合

④=①

① ② ③ ④ ⑤

○ 平成28年 4月 1日～平成29年 3月 31日
15人 0人 0% 3人

“

.0%

⑮ 平成29年 4月 1日～平成冊年3月 31日
16人 0人 0% 3人 187%

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

④ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
14人 0人 0% 3人 21.4%

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ いいえ

ヽノ

W

儀意事0
・ 認定基準等チェック表 (第 3詢 :ム 法第55条第1項に基づく書類

“

U群目騰用署割星出書mの提出時においても配載及び添

付する必要があります。その喘含 上記口α壻■nの必要はありませスぉ

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっ・dよ 法第5条第1項に基づぐ□順(役員報酬勝課礫射是出書類)に記載した事項について、

源ホトを省pFすることができます。

′

上記を証する書類の名称とその内容等

定款第 29条第 1項に「各正会員の表期 よ 平等

とする」と規定



ハ

Q_隆塁型唾堕塾塑医」□国囲盤璽腱自饉塁』堕国塑塞襲重劉拠こ笠室L_

項 目 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申調時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい

い い

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

い い

帳簿書類の備付け、取引の記録及び根簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている いいえ いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ いいえ

はい

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申奇削寺

費途が明らかでない支出がある、帳簿口壺偽の記

載がある等の不適正な経理の有無

′
‐
ヽ

有く型
′
~ヽ

有く迎リ 有・無 有・無 有・無 有・無 有

第3表 (りCD

O意¬0
認定の有効期間の更新の申睛に当たって|よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規儒等提出癬Dに記載した事項について、改

めて配載する必要はありません。

ェック表l悌 3表Dl置腰 領

○ 二において、噴隧が明らかでないもの」とlよ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないもの力ヽ これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費遂が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできませノユ

′ヽ

⌒

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「0～①」の各相にIよ り笥鮮:帷期間の各事業

年度 (又は各年)を1調載します。

第3表付表1「役員の検知 を記載して、「①」、
「
②」及

び i④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内黎罰 欄にヤよ 例え

lま 「定款 (又は会員!D ttЭ条に『各正会員の表決権は、平

等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

)\a,a{l 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「①」から「①」についてlよ イに記載する各期間

(l①」から「①」)を示したもの`Cす。

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の二はい」

1こ_ICL_」∠2ヒ」髪彗i≦菫」g監菫査回壁塑垂書圭をヨ盪S
付してください。

② 味構書類の備付け、取引の記録及

び眼簿書類の保存を青色申告法人に準

し

墜墨狙

じて行つている」¢〉nまし」 に O
した場合には、第3表付表

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます|。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期間

(「③」から「①」)を示したものです。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

ヽ″

V

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 15人 16人 人 人 人
1

ノヽ 14人

0人 0人 人 人 人 人 0人

3人 3人 人 人 人 人 3人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

◎ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

氏  名 住  所 職名 続柄等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ヽ
ノ

′
ヽ

○

○

平成16年 l月 |'日議任

平成22年 1月 1日就【

1り貪‖Ч17月 1日IH壬

平成:1年 ;月 7日辞【

平成25年 1月 1日就任

平成21年 7月 1日就【

理事

理事

理事

理事

理事

岡島 成行

小林  豊

大和地 弘一

荒木 初美

斎藤 智子

○

○

職 16朝 月1'日離

平成25年 6月 1日議任

平成〕1年 1月 7日辞任

平成19年 7月 1日就任

平成2年 4月 1日就任

平成20年 :月 !7日退【

平成24年 4月 1日就任

平成29年 ;月 27日退任

○

○

○

○

○

○

ヽ
ノ

´
ヽ

○

○

○

理事

理事

理事

理事

理事

佐藤 正兵

水上 泰輔

中嶋 美南子

滝本 実

山崎 実

理事 平成,3年 7月 1日就【

末吉 潤一 ○ ○ ○

山本 敏彦
理事

○ ○
平成,3年 7月 1日就1

平成‖年5月 26日退【



吉井 寛之
理事 平成!3年 1月 1日就任

平成,9年 5月 27日選任
○ ○

大闘 道彦
理事 平成17年 5月 1日就【

平成
"年

5月 27日退任
○ ○

理事 ○ 平成29年 1月 1日就任
岩瀬 耕 ○

岡田 精太郎

m称 名 :岡 田 憲沿】

理事 ○ 平成29年 6月 1日膚任
○

理事
⌒
ノヽ 平成

"年

1月 1日就任
佐藤 正史 ○

理事 ○ 平成29年 1月 1日就任
中山 雄司 ○

理事 ○ 平成,9年 6月 1日就【
深津 郁子 ○ ハ

千葉 孝
理事 平成:1年 ;月 16日就11

○

松本 勝義
監事 平成23年 :月 1日蔵任

○ ○ ○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申薔に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事
項について、添付を省略することができます。

⌒



書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳

会計ソフトCCA公益法

人会計)使用

ルーズリーフ

都度 10年

仕訳日記帳

会計ソフトCCA公益法

人会計)使用

ルーズリーフ

都度 10年

現金出納帳

手書き

ルーズリーフ
都度 10年

固定資産台帳

会計ソフトeCA公益法

人会計1殷:用

ルーズリーフ

年 1年 10年

給与台帳

給与計算ソフト(やよい給

与計算〉使用

ルーズリーフ

月 1回 10年

V

V

Q駆ヨ洵

「伝票又は帳鶏嗜」1日よ 例えば「入金田員|、
「出金伝票」、「振替儡需む、1預金出納朝u、 「総勘定元帳」などのように副載します。



書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表) (初葉)

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター チェック相

4事 業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役賠 又は役賠 が支配する法人と

当法人との間の資産の議渡等に関して特別α澤:1益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公踊の日群錯 しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営禾|じ謀動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申調時

宗教の教義を広め、儀式を行い、及びr言者を

教化育成する活動
有 )有 有 ・ 無 有・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動
有 )有 1有 ・ 無 有・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有 )有 有 ・ 無 有・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有

ロ

イ

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 中請時

役員の職務の内容、1職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等la照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有 有 有 。無 有・無 有・無 有 。無 有

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の千11益の供

与の有無

′
~ヽ

有tiリ 有 有・無 有・無 有・無 有。無
′

¨
ヽ

有tさリ

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の千1誦

`)供
与の有無

有 有 有・無 有・無 有・無 有 。無 有

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有 有 有・無 有・無 有・無 有・無 有

旨

V

O意中0
・ 曜定基響チ ェック表 悌 4詢」は ,甚155舅第 1剰磁 :づく1薇 骰員幸酬 囲 聾 搬■ 爾 a凝出嘲こおして も言醸

及び添付する必要があります。

…

、聰鰤E」響響等チェック表 第4表 (次葉)」 υヽ及び二)の記載及び浄付の必要はありま

せん。

・ ヨ定の有効期間の更新の申請に当たずでよ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書Dに記載した事項につい

て、添付を省略することができます。

′

′
~ヽ

` 4肛

1

ヽツ
4コ:

無



項 目 剰闘1■」澗

事 業 費 の 総 額 ① 88,119優B円

特定非営

"1括

動に係る事業費の額 ② 8B,1lQIB円

特定非営和括動の割合 (②■(D ③ 1(Ю%

ハ

注・r′Ч について、事業員以外の指

標により計算を行う場合ロム

使用した

"旧

ロヒ月日しを口職

してくださもヽ

・損ロロ

"田

書により舞出助ul
合:わもヽ■ま 1口熙 爾 議

事項をご薔口くださしヽ

使用した指標 単位

理墨菫型堕幽コ菫塑整
量並二≦鐘菫二

項 目 実績中掟期間

受 入 寄 附 金 総 額 ① 3,358,∝Ю円

受入寄附金総額のうち特定非営

利活動に係る事業費に充てた額
② 3,358,αЮ円

受入寄附金の充当割合 (②くD) ③ 1(Ю%

(第 4表
'匁

彗

O意ヨD
・「副赳麟喘チェック表 〈第4表 奥D」 い及び二)は 法第55条第1項に基づく書類 僣晨報酬朗程讐提出■奏Dの提出時に
は配戯及び添付の四目まありません。
・「ハ及び

=」
αЭについて:」L小数点以下第3位を切り捨てた数値を用載してくださι、

ハ

`■
ヽ

.   ヽ



‐

V

書式第11号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する報酬等の状況 第4表付表 1

G慮ヨ0
昭貝等に対する報酬等の状況 (第 4表付表 1)」 は 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出癬Dの提出時日繊

及び添付の必要はありませ,仏

.認定の有効期間の更新の申講に当たってよ 法第55条第l項に基づく書類 (役員報酬H所雲専提出■臓Dに記載した事項について、

添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人えど力ヽ つエコセンター

役員、社員、職員若しくば奇附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係い )にある者 (以下「役員等」という)に対する報酬又は給与の支給等 (塞績巡定皿固及び主證書の提

出1旦を1全二!登!瑳:当:墾:コl塾:望)E堕望±匿餞肇!塑1雖:墜:凶:塾菫ユ」:■1ュIL取亜豊)について以下の項目を記載してくださ

い。                                             ・

(注 1)「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。

① 婿姻の届出をしていないが事実上婚雄関係と同様の事情にある関係

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当毅 等から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している関係

③ _嬌誕)又はかこ掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている関係

1役員に対する報酬又は給与の支給

氏    名 職 名 支 給 期 間 等 支 給 金 額

平成28年 4月 1日～平成Ю年8月 Ю日

“

与)D,711,6(Ю 円

円

円

円

円

2役 員の親族等は2)である職員に対する給与の支給

受給者の氏名等 役員との関係 支 給 期 間 等 支 給 金 額

な し 円

円

円

円

円

円

(注 2)「役員の親展罰 とは、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係にある者をいいます (「特殊の関係」

は (注 1)参照)。

3 給与を得た職員の総数及び総額

集 計 期 間 平成28年 4月 1日 ～ 平成30年 8月 10日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

5人 3■37QIЮ 円



V

‐

書式第 12号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する資産の譲渡等の状況等 第4表付表2(つ鳴D

嵯意¬0
,「役晏寺に対する資産の議渡等の状況辱 (第 4表付表a」 !ム 法第55条第1項に基づく書類

“

猥廂騎柳層割提出●Dの提出

時に|』関吸び添付のと口要はありません。

・ 調定の有効蘭間の更新の申請に当たってiム 法第55条第1項に基づく書類

“

讀躙酬規程等提出■Dに置 した事項について、

添付を僣錮書すること力
'で

きます。

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター

1 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係 0にある者 (以下「役員等」という)又は役員等が支配する法人に対する資産の譲渡等 (塞績判

定基Ш首扱ゴ」三誼塾⊇提」±E墜全二』奎E塞奎重巴墜⊇[]墾二」主壺書

`凶

邑壼2旦主ユニ11二丞』醒」等)について以下

の項目を記載してください。

(注)「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。

① 婚姻の届出をしていないが事実_巨調曝孫と同様の事情にある関係

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当属蒸ヒ員等から受ι掲鐘キそ鋼Lの財産によって螢「右膳宇している日孫

③ _日∞区にЮχ掲げる関係にある者の酬賭 及疇 以内の規族でこれらの者と生計を一にしている関係

(1)資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取 引先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
譲 渡 資 産 の 内 容

譲  渡

年 月 日
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

(2)資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

取 引 先 の氏 名 等
法 人 との

関   係
貸 付 資 産 の 内容

貸  付

年 月 日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円



(3}役務の提供 (施設の利用等を含む。)

2 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項

(該当する事項がある場合にその内容を具仲的に記載してくださしヽ )

特定非営利活動法人えどがわエコセンター役員選任規程に基づき役員を選任している。
①役員資格者 (正会員歴1年以上で会費が完納している)に案内を送付。    ど

②立候補者は「理事立候補届出書」及び「立候補理由」を提出。
③上記書類を基に役員候補者選考委員会で書類審査を:剰に
④書類審査通過者に対して面接を実施。※新規候補者のみ
⑤役員選考委員会で候補者を決定後、理事会に推薦。
⑥理事会で役員候補者を承:記

⑦総会で承認し、役員が決定。

3 支出した寄附金 の

取 引先の氏 名等
法 人 と の

関   係
役務の提供の内容

役務の提

供年月日
対価の顔 そ の 他 の 取 引 条 件 等

別紙参照 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

第4表付表2 C夕O暉:)

健洒卿曰

曜晏等:●

"‐

る働産の日跛等の状況等 (第 4表付表 2)」 は 法第55条第1項に基づく書類 G■報酬場屡嘲提出■Dの提出時
にI“西朗ヒ用対の必要はありませ,仏

認定の有効期間D更新の申請に当たつて:よ 法第 55条第 1項に基づくコ類 (役員報酬規程等提出■額)に配載した事項について、
添付を省略することができます。

⌒

⌒



(3)役 務の提供(施設の利用牛を含む。)別紙

し

‐

取引先の氏名等 患人との円傑 役書の■ltの内●
量 日

対●の■ その他の取引条件等
日

講習会講師

"
1 '11 0.∞0 16■金二準による

請習会講師
∞ 2

7

3.∞0
aoЮo

準
一準

〓
墓

全
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よる
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~~~

疇師島金
=準

による
●師謝金二準による
F雨爾盃こ軍Fこ■る

~~~~~~
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20
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(3)役務の提供〈施設の利用等を含む。)別紙

凛引先の氏名● 漱人との関係 ■30提供の内害
■ 日

対蜀の饉 その他の取引条件■
日

請習会議師

20 ″

22

10

19

■αЮ

るよ

る

よる

平成 120
平 20

平

■0●0
,000
6000
■OЮ0
3●00
こ∞0
3.000

■∞O

9

11

平成
平成

８

一
〇

２

一
２

12

12

0平成 1" 24

よ

よ

よ

による
に

に

に

に

21 10

10
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27

2729

平
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0.000

6.∞O
3.∞O
3.∞0

20

"21
20

平 29

12

12

12

22

22

∞

31

10

0.∞O
O.∞0
3.∞0

=,:1
∞

1

3

平成 00

平成 ∞

∞

3.∞0
3.∞●

6.αX

子」 13

:3∞

議習会議師
平成 20 2

2

25 3.αЮ
3p●0¬F月 ∞

議習会議師

平 ∞ 7

5

7

10

______■ 910Q
5000
5.Oα

19

7平月 20

平成 20 6

16

13

6

5.(XX

5.000

5,000

," 2

529

20 5

7平成 :"
平

"平

5

11

15

5.∞0
平成 30 5.∞0

講習会議師

平成

“

22 6.α X こよ

に

I=

"師

謝歪こ軍正よる 
‐~~

1師腑金二串による

「師】蚕二華EI石
~~~~~~

平成 23 22 60Ю0
60●0
●000

平成 23 7

0 ∞

21

23

平成 23 10

10
ao●o

王庄1_笙 21 ■0●0
●000
6●00
3工Ю0

成
一成
一成

平
↓■
平

28 10

11

2!

1028

20 12

12 9

9

24

平成 20 6.∞0
6.000

6.∞O
6.∞0

20

21

12

平成

"

3

G 20

こよ

20 10

10

27

27

6.∞0
0.∞●

3.∞0
6.αX

O.OЮ 0
3●Ю0
6.000

●000

6.000

0.000

平成 20

平成 29 11

12

12

2

平成 29 22

22平成

平成 12 ２２

一
２２

一
３

一
３

一
３

平成 29

2

平成
平成

∞

∞

平成 ∞ 2

2

3

平 ∞ 0.∞0
6.∞O
6.∞0
3.∞0
6.αЮ
6pЮ0
ao口o
■OЮ0
0ακ

平 3` 10

13平成 30
00

3

3平成 13

“

平成 130 7

7

7

平威 30 26

2630
∞ 26

∞ 20

∞ 26 6∝κ

譲習会議師

平成 120 27 aαЮ

3.∞0
3.000

6.∞0
6.∞O
O.∞0
3.∞0
3.αЮ

3.αЮ
3.000

,000
3.(KX

3.0● 0
3.000

3.000

に よる

に

こよ

こよる

平成 28 7

9

10

10

11

12

22

平成

20 "平成 21

21平成 120
20

28

21平

平 29

平 . 29

29

29

∞

∞

∞

10

19

一　

・　

一　

一　

一　

・

¨

■
２４
オ

一”
一２３
一２９
一３
“̈

一　

　̈

・
　

一　

・

・　

・

＋
７
10

1

2

4

議習会議師

"29

20

"29
20

∞

∞

5

7

7

9

10

12

1

5

11

6

18

5

5

22

10

8

28

5.000

5.∞0
6.αЮ
5.αЮ
5000
3.0● 0
6.∝κ

0000
6.000

こよ

こよる

に よ

こよ

こよる

認習会議師
3
7

・３

一
２６

Q」900
3.000

⌒

⌒

6/6
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2

a



(3)役務の提供(施設の利用亭を含む。)用紙

し

取引先の氏名等 法人との口係 ■■●■供0内●
役 の | 日

対■のほ その他の取引条件等
月 日

講習会議師

平 23 0 30

28 0 1

23 1 0 4

23 4

20 23

"
2 1

平

"
0

"2720 7

29 ∞

20 ∞
020 1 1

29 1 2 7

∞ 3 23

∞ 3 23

∞ 7 12

12

Op00
6●Ю0

3.∞0

よる

口肺百蜃工翠Fこよる
~… …

魔面百凛]軸ごよる
~~~~

講師謝全基準による
百爾雨駆

…

~~

籠師腑金墓準による
講師謝金二準による
■雨厨蜃墓軍i=よる

~~~~~

講師翻金
=準

による

6.∞0
6工Ю0
6.0(D

講習会議師

平成 20 1  4  1 23 ¨
一

ａ

一3.m0

こよる

よ

よ

よ

よ

平成 20 1 4  1 20
20 5 7

23 5 14

28 21

平 23 5 27

23 1 1 a

23 1 26

20 4 20

aoЮo

29 1  4  : 22 ●ρЮ0
■000
3●●0

29 5

5

8

29 8

20 5 13

平

"
5 20

3.∞0
■∞O に よる

=よ
る

に

" "20 6

2

4

13

"
3

∞ 19

∞ 4 21 6.000

に

に

に

に

∞ __■ _|_」ヱ__
5  1 :7

3.∞●

平成 ∞ 0.αЮ
3.∞0平成 im 5 117

平成 ∞ 17 3.∞0
3.∞●∞ 5 :9

平成 90 6 18 0.αЮ

平成

"
6 1 20 3.∞0 薔●樹金基準による

講習会議師

28 12 3.∞0 暉 ,i金墓準 による

28 7 22

20 11 10

平 28 12 9

28 12 9

6.∞O 口

…

による
6.∞0
6.∞0

に

に

に

による

3.∝Ю
28 12 1 9 3.αЮ
20

"
"

12 0.∞●

6.αЮ
O.∞0

自回出菫墜による_……
●1聯,こ準による

に

に

２
一２３6

平成
"

10 . 2,
10 1 27
1112
11 124

3.∞0
3.000平成

"平成 .20
6.∞● に

に

に

に よる

I=

に

平成 29 3.∞0
29 11 24

20 12 22

20 :2 22

∞ 1 31

∞ 2 3

∞ 3 13

7

6.∞0

V

3/6

10

9

9

5



(3)役 務の提供(施設の利用字を含む。)別紙

n引先の氏名等 菫人との日係 ●書の■供の内●
役 | 日

対●の薔 その他の取引彙倅寺
日

:「習会議師

1 2

20 1 6

23 1  5  . 19

23 :  5  
・ 26

23 5 26

28 6

平 23 G

23 7

28 7 7

28

23 8

23 0 |

平 23 1 1 3

,αЮ

3工Ю0
●000

5p●0
,000
3●●0

OpЮ0

6μЮ

●000

に

に よる

に

に

に

1=

に

に.よる
に

に

に

に

!=

I=

に

に

に

に

に

に

に

に

20 1 8

028

23 28

23 2 13

平 28 16

平 20 1  1 12

1  1  1220

20 2 0

29 3 14

平咸 20 5 23

20 7 13

29 7 10

平成

平成
20 7 1

20 7 3 1

20 0 4

29 1 1 2 1

29 1 1 22

20 1 2

∞ 2

"平 ∞ :3
:3 "平 ∞

"

QαЮ
6.∞0
6.000

6.∞O

6.∞O
ユ000
3.∞O
6.000

平成 ∞ 5 24

∞ 0 18

∞ 7 14

∞ 7 13

平成

平成

平成 3.∞O

講習会議師

威
一威
一成

平
一平
一平

29 9 :4
1 2229 11

∞ 2

"∞ 3

"

3.∞O
3.αЮ
3.∞0

平成 3.∞0
3.∞0平 成 ●0: 7 114

講習会議師 平成 23 :  0  : 18 3.∞0 師日金墓こによる

議習会議師

平成 28 5 12

28 5 26

23 5 26

23 0 :8

28 7 7

5.∞0
成
一威
一成

平
一平
一平

6.∞0
6.∞0
6.∞0
5●Ю0
3.∞0
0.αЮ

,OЮ0
5,OЮ0
6●0●

平成

平成 20

平成 20

平 23 10 6

28 10 12

20 11

20 11 23

"
1 2

"
13

1 3

20 5 1

平

"
5 1 8

"
5 3

"
7 6

20 7 1 4

平 21 1 0 5

平 21 1 2 22

30 ,

∞ ,

1 6

平成
平成

1 1 6

1 G

8

30

30 24

平 00 6 , 9
平 00

30 6 1 8

7 5

平

3.(XX

●OЮ0
6∝κ

aooo

6

000
0.OЮ 0
3.0∝

6

6

3.αЮ

口師爾金蒙
■師翻金コ

こよ

⌒

⌒

0

η

m

5

m

10

5

10



レ

V

(3)役 硼の提供〈施設の利用●を合む。)用紙

取り1先の氏名● 菫人との日僚 ■●0■■●内●
日

対●の● その他の取引条件●
日

菫 層 癒 ■ 甲

“

年4月 (卜
…

月10日 m●oo 年ロエnα
"円早‐ ■ 月:日 ‐甲日●年3月 10日 787.まつ年口100m円

鷹習会暉師

平月t12015'7 ●0∞ に よ

に平咸 :". 5 1 7 0●●●

23

"

61∞
●000

平』 20

“

一２Ｔ

，

軋¨

平月 QO∞
平成

'2●
1 0 , 2 6口0

::28'312 0■

"平 j ::":3112 |●●0
平 j ti 21 1 0 110 ●0●0
平月ti",3110 ●0●●

平咸 :": 3 118 6“n,
”
一“詳平

一平
1 110 0口0

●α
"平 j 21 20 :  3 ・ 27 ●αЮ 疇 日全二準による

平 2319:∞ 0●0 ■

“

謝全む車による
平月tl":9:∞ G“Ю0 口鰤謝全二準による
平咸 20111 : 5 ●αЮ口酬 金二準による

i21:1: . 5 0●∞ 睛鯛 全二4による
平′:1江 1210 ιO口0 口

"樹
奎

“

による
平虐 21:12, 0 ●∞0 口●1胎二準による
平 i 211:12: 0 ●●●● |●●1全●4による

"

"

|●0 口

"‖
奎

“

による
QO●●

平咸 :20 1  1 31 0●●●

.:"1113: OpЮ●

a). 2 ・24 QO●●

平月

"12:24
●OЮ0

平月 20 Z 0000
平月

"
24 QOЮ0

平月 20: 5 16 ,OЮ0 に

に

に

|=

16

16

3●Ю0
●OЮ0

29

29

20

20

20 _Q_■」堕_
8:15

|
29

6.∝ゆ
6.αЮ に

に

に

平成
平成
平月

平月 6.000

平成 20 0  , 15 6.αЮ に よ

=よ
"

o i15 6.∞0
20. 15 OμЮ

"
15 0メX10

平 1 20,9 15 ●0●0 島師樹全

“

による
平成 2011 0 115 60∞ 口師腑會二準による

■師日金二4によるIP[1 20 10 1 4 00∞
平 1 201101 4 60Ю 口師翻全二旱による
平成 20, iO I● 0 6ЮЮ0 口師‖全二旱による

"110'∞
●∞0 口師瀾全二睾による

2111211: |●●●■鯛 全二準による
1=" 20112:a0 QOЮ0 口

“

謝●二旱による
平 j 20: :2:a0 ●0口0
平 1 ●0: : ::0 00∞
平 , ●0:1:10 QIЮ●

平戌 101 1 :01 6“ゆ口

“

‖奎

“

による
平成 oo: : i3: ●lmo 口

“

‖奎

`準
による

||∞ 1212 6メロ0 口

":"全

二準による
平′ ∞ :212 0メロ0

平成 1∞ : | :27 6●D
平成 :∞ : ● 12, lαЮ

“

●:u全二串による
事 ●016,3 QαЮ口師謝,“ による
平月じ:●011.3 ●∞0
平成 10:010 OpЮ●

平成 :"|: 3 1 3 QOЮ0
●0:Oi3 Ggn 口

“

日全

“

による
平1 0:0

3:0
6.αn
6御0

1/6

■【.'こ 0~

~FTIFF[]ロ
マヨ

B 15

15

同

同

n■嗣
6.∞0
6.OЮ



〈3)役騒の提供(■餃の利用年を含む。)用紙

凛引先の氏名● 法人との日係 ■■0■■の内● 役 | 日
対日の● その他の取引条件●

日

澪習会B"

平 成 20,5‐ 19

こよ

平 i |:“
平成i":10112
平麗

~「

ラ
「

T¬τ■
~■

4~
平成T■

「「
1~「 12

".000
"

: 13 0.∞0
‐６

一
‐８

２

一
５一

…
■

…

”

一”一慮
Ｆ

平
一平

4ακ

れ0∞

平成 211 5 :01 6.αЮ

平咸

"20
3.∞●
6.∞●

平咸 20・ 0.5
"“"∞ 1  :1 れαつ

平成

" :  1    16
3●●●

60●0∞ 2113
平成 00:2.:5

"0"平戌 ∞ 0    3 aαЮ に

平成 10'5 8
|(Di 5  24

3.∞O
平成 れ0∞

平成 ●|1 5  31 6.∞O

鷹習会議師

平1 ;i 28 | s 3.m0
平成 21: 2  2 ,OЮ0
平成 201 5 '10 3●口0 口鰤翻全」暉 による

0, 1 7 .2● ユ0●0
旱咸 a)111 124 ■100
平成 29 1 12 2 ●000 日

“

椰金

“

による
平成 20112122 3.∞0

|=

に

に

平成 20 : 12 1 22 3.∞O
平成 a)1 1 :|● 6.mO
平成 ●01 1 :31 3.∞0
平咸 ∞ 1

3

3:

8

"
3 0

∞ 3 0

3.∞0
1.5●●

平成 l.“Ю
平成 1.“Ю

平成 ∞ 8

∞ 13

1.5∞

6.0∞平成
成
一威
百

平
一平
一平

30 5 13

00 7

"30 7 26

∞ 7 26

8 6

3.∞O
3.OЮ

3.∞0
6.∞0
1.“Ю
l.ユЮ∞ 8:6

諄習会講師
平成 20 ワ  i 22 ■0●●睛師翻金ヨロ田

=よ
る

平 虚 20 m ●0●0 口師翻全二準による
口層 会

“

:" 平 建 20 7  t 29 ■αЮ口椰謝全薔4による

口晋会腱師

平成 21 5 111 40∞
平咸 21 1 10 1 12

"0"平成 21:1112

よ

201 3 111 鈍 0"
2015:13 犯 0∞

平成

"
7,13 6.∞0

平成 2ら ,915
"0つ平成 11), 1(11
"`Ю平成 ∞ 3  , 24 ∞

`0平成 3)[ 5 . 24
"Q"

諄ヨ会諄

"

20, 7 ″ 3∞0

2017 122 ■0●0
平成 2● 1 7 1 22 ●100
平成 2011012: 3●Ю●

21 1 2 0 3口

"平成 20: :2' 9 3.∞●
平 20 1 2 0 6.∞O 日●:謄二準による
平咸 :"1 3 :2 0.∞0 口

"謝
0二準による

平膚 :20: 4 :" 31●●口

“

‖全二串によ・

"
0 20 ■OЮ●口●日全

“

によ・
20 0 22 QO●●

"
11 :24 QOЮ0 日

“

■,こ摯によ
`平成

"111:2
,α

"
口

“

‖全二串によイ

"
12 22

平 ∞ 1 31

■∞0 口

“

田全薔■によ.

3

●

“

日全二準によ
`∞ 1 31

∞ 3 13

∞ 3 13

∞ 4 20

∞ 4:
5 :

27

0

∞ 26

"
7

=よ
3.∞0
こOЮ0
aoЮo
Oακ 金二準に

⌒

⌒
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書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表)

O意事ロ
・ 認定基準等チェック表第5劇よ 法第55条第1項に基づぐ害順 (役員1輛酬規程等提出書轟Dの提出時に配載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の中請に当たって!よ 添付の四目まありませスぉ

法人名 特定非営禾I踊ξ動法人えどがわエコセンター チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合に|よ 正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利舌動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等i●壼合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の粛給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の議寝等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

′

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において瀾覧させることに同意する。

※闘覧に関する組則 (社内側D等がある場合に:よ その細則 (■内規則)等を添付してくださしヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書司

② 役員名簿

③ 定款等‐
6tttk、 認証書の写し、澄i3事

=霊
正明署争σメ早し) _

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益劾晨期 1」の明m借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先 取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の里偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 消秒卜への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び度途並びにその実施日

^、 助成金の支給を行った場合に事後に所皓庁に提出した書類の写し



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

ヽ′

ヽ′

法人名 特定非営利活動法人えどがわエコセンター

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表)

儀意ヨ0
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出□Dの提出時に当たって|よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8詢

:よ 記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の耐餞の必要はありません。また、法

第55条第1項に基づぐ癬順 (役員報酬規程等提出■D:口記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書嵩を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

′

特定非営禾I括.動
促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

霊 佃
ヽ 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

′

法令に違反する事実t偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7コ|!ム 洒第55条第1項に基づく書類 (役員報酬婦程等提出鶴Dの提出時に配載及

び澪詐ヤする必要力睦,り ます。

③ ⑥ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

有 有 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有

8申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

′

事業年度 4月 1日 へ′3月 31日 設立年月日 平成 16年 3月 12日



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

チェック欄法人名 特定非営オl括動法人えど力わ エコセンター

ノ

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のい

人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうち:ミ 次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営硼 厳八カ鳴臓 定を取り消され

た場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内:こ当該認腑 J自 」活動法人又は当該特

例認定特定非営矛lじヨ珈去人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは即嚇去 2“ 条等 由 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 は2)

2認定又は特例識 を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

i=」団互墜建里【』巳塵廻ど自」整堕固g2目塾に≧生喧書直1二墜L」コ自塑墾畳f聾艶」≧逮」」二重LL菫」饉」囲匡盟査_1でり墜」_並び
1:::!::|:|」 |】 |:::i:1!llill::!1:!:111llii:!li!コ |:!:I11::|:::」 |:二 li二:::!:lll!:I」|::!::Ei:::!:)ヽ |:2:ll:::1lELZ::::|:i:上 !:!:|::lillilil1111::!|!!::」 :li11:::」 l:!`::::::饉 |!111:|:|||:コ l::lll:lil:|:li!Z:!!::lilili::」 :::l,11:|!1111:|::と ::::::11」 !_菫型:)。

5 国税に係る重力嘔職又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のいずれか口該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

に該当する法

役員のうち、次のい珈 に`該当する者の有無

認定特定非削薗辞姉りψ¶碇:を取り消された場合又は特繊認定特定非営

"1括

動法′uЧ割腕炸認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該認定特

定非営千1幡動法人又は当該特例認定特定非営禾!括藪法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有

特定非営

"括
蜀順進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行力絆冬わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無
′ ヽ

有・ヽ無リ

tttr (い い，

“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

い しヽはい定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該輛鴨 の`終了の日から3年を経過

しない法人
はい い い

耐
謗

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上謳4に係0重慶睡墜豊量豊主二埜位奎受堕と整堕置国書

ヒ24上_並:」堕里盤 饉壼墨」□塵5□こ墾コ:区ヨ]]」日受≧E還11墾E塑
=」

田□図1乏」重三」廻 皿囮L塑睡 霊[I■⊇二生 __

(注 1)その他の事務所がある場合lよ その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報硼 程等提出書には添付不要

い しはい国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

´
０ 次のいずれ倒こ該当する法人

暴力団 はい いヽ

暴力団又は暴力団の櫛貧員等の統制下にある法人 はい

ヽン

t
ヽ口′

イ

しヽ
ロ



書式第16号 (法第44条・ 51条 。58条関係)

寄附金を充当する予定の事業内容等

ヽ″

t

V

法人名 特定非営禾1活動法人えどがわエコセンター

G意中曰
. :葛附金の受入及び支出に澤l用|する銀行日座名」について|ム ロ座番刷殿 する必要はありません

事  業  名 具 体 的 な 事 業 内 容
実施予

定年月

実施予定

場所

従事者の

予定人数

受益対象者

の範囲及び

予 定 人 数

寄附金充当予定

額

区民・事業者・

行政の交流・連

携の推進に関す

る調査・研究事

業

環境月間である 6月に環境のイベ

ントR甲晩フェア」を1売施し、広く

区民へPRを行う

毎年

6月

江戸 川区

総合文化

センター

1(X)名 覇瞬フェア

勧 嗜

約40∞名

1,060,∝Ю円

環境等に関する

情報の提供吸び

支援事業

環境に関する情報の提供や、法人の

■暉賞鶉燿
=を

掲載した1輌5口″X乍成

毎年

6月

9月

12月

3月

区施設で

の掲出等

7名 江戸川区民

及び会員等

641,∝Ю円

寄附金の受入及び支出に利用する銀行日座名

みずほ銀行小1州‖支店 普通預金 特定非営利活動法人えどがわエコセンター

ゆうちょ銀行 振替口座 特定非営利活動法人えどがわエコセンター




